
トヨタファイナンシャルサービス株式会社 

女性活躍推進法・次世代育成支援対策推進法に基づく“一般事業主行動計画” 

 

 

社員がその能力を発揮し、仕事と生活の調和を図り働きやすい雇用環境整備を行うため、  

また社員の働き方を見直し、特に女性社員の継続就業者が増えるよう、妊娠･出産･復職時に 

おける支援に取り組むため、次のように行動計画を策定する。 

 

１．計画期間 2025 年 4 月 1 日～2028 年 3 月 31 日までの 3 年間 

 

２．内容 

 

目標①：年次有給休暇の取得率(対付与日数)一人当たり年間平均 80%以上を維持する。 

＜対策＞ 

 ●年次有給休暇取得促進に関する方針の全社展開および衛生委員会での進捗状況報告 

●グループ/社員別の年次有給休暇計画取得管理 

●連休/祝日を利用してのリフレッシュ休暇・年次有給休暇の取得促進 

 

目標②：男性の男性労働者の育休業および育児目的休暇の取得率 100％を維持する。 

＜対策＞ 

 ●男性の育児休業取得を促進するための両立支援ハンドブックの充実化、体験レポートの 

掲載、管理職向け研修での意識改革 

●育児休業に係る制度や処遇についての周知および個別フォローの実施による育児休業 

期間の延伸サポート 

 

目標③：フルタイム労働者の一人あたり各月毎の法定時間外/休日労働時間の合計時間数を 

45 時間未満(25～39 歳)にする。 

＜対策＞ 

 ●時間外労働に関する方針の全社展開および衛生委員会での進捗状況の報告 

●ワークライフバランスの配慮が出来る人員計画の検討・策定 

 

目標④：育児を行う労働者が職業生活と家庭生活の両立を図りながら能力向上・キャリア形成が 

できる環境の整備を行う。 

＜対策＞ 

 ●育児休業中のスキルアップ支援および休業中/復職前面談の実施によるスムーズな職場復職の 

サポート 

 ●育児と仕事の両立によるストレス軽減のため、定期的なカウンセリングを提供 

 

以上 


